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平成２８年度 定期監査の結果について 

 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき、定期監査を

実施したので同条第９項の規定により公表します。 

 

 

 

  平成２９年２月１０日 

 

 

       村上市監査委員 

瀬 賀   良 

小 杉 和 也 



 

 

定 期 監 査 結 果 報 告 書 

 

１．監査の期間 

 

      自 平成２８年１２月 ８日 

      至 平成２９年 ２月１０日 

 

２．監査の監査期日及び対象課局 

 

１月１０日（火） 

 

 

１月１６日（月） 

 

 

 

 

 

１月２０日（金） 

 

 

 

 

 

 

１月２６日（木） 

 

 

 

 

 

１月３０日（月） 

 

 

 

 

 

・介護高齢課 

・農業委員会事務局 

 

・都市計画課 

・政策推進課 

・福祉課 

・市民課 

・消防本部 

 

・議会事務局 

・税務課 

・学校教育課 

・保健医療課 

・農林水産課 

・建設課 

 

・環境課 

・朝日支所産業建設課 

・商工観光課 

・財政課 

・自治振興課 

 

・会計課 

・下水道課 

・水道局 

・選挙管理委員会事務局 

 

 



 

 

 

２月 ３日（金） 

 

 

 

２月１０日（金） 

 

 

・総務課 

・生涯学習課 

 

 

講 評 

 

 

 

３．監査の実施場所      監査委員室及び第二委員会室 

 

 

４．監査の対象とした業務期間 

平成２７年１２月１日から平成２８年１１月３０日までの業務を対象と

して各課から監査資料の提出を求め、この間の業務について監査を実施し

た。 

 

５．監査の方法 

   事前に求めた監査資料により、監査の対象とする業務について所管課に

調査事項を通知し、関係書類、課長及び担当者から説明を受け、事務事業

の執行状況や財務に関する事務等が適正かつ効率的に行われているかを監

査した。 

 

   主な各課共通事項及び着眼点は、次のとおりである。 

調 査 事 項 着  眼  点 

①主要施策事業について ・事業の進捗状況等について 
 

②収入事務について ・市税、負担金、使用料等の滞納繰越分の対   
 応と関係する諸帳簿について 

③支出事務について ・例月出納検査から抽出した事項に関して、 
 その支払い内容などについて 

④契約事務について 
 

・契約の方法及び履行確認等について 

⑤指定管理者制度について ・指定管理者協定書締結までの事務処理等に

ついて 

⑥現金等の管理状況について ・各課で取り扱う現金、外郭団体通帳、郵便
切手等の保管、管理状況について 

・収納委託状況について 



 

 

６．監査の結果 

（１）共通事項 

 ①主要施策事業の実施について 

   各課提出の主要な事業等１６件について監査した結果、適正に事務処理

が行われていた。 

   その中で、商工観光課では「村上市産業支援プログラム事業補助金」を

行っており、新たな創業や生産物の販路拡大等市内経済の活性化につなが

る取り組みに対し、補助金を交付していた。市内産業の活性化が期待され

る。 

   政策推進課の「ふるさと村上応援寄附金事業」では、今年度お礼品カタ

ログをリニューアルし、新たに、定期便プランや瀬波温泉旅行券などが加

わり、１２月末現在の寄附金の申込額が 185,747,502 円であった。今後も

村上市の物産振興と寄附金の有効活用を図られていくことを期待する。 

    

   

 ②収入事務（滞納整理）について 

滞納繰越金の整理については、市税、市営住宅使用料、保育料入園者負

担金、ごみ処理手数料、し尿処理手数料、下水道負担金、下水道使用料、

水道料等の収入未済に対する各所管課の具体的な取組について監査した。 

厳しさの残る景気情勢ではあるが、各課においては状況に応じた細かな

対応を行っていた。 

各課の監査結果は個別事項として記載した。 

 

 ③支出事務について 

     支出に関する事務については、例月出納（伝票）検査において、指摘・

確認事項があれば、その都度関係する所管課に改善等を求めている。 

     全体の伝票数からすれば、少数ではあるが、支払の遅れ、請求書の受領

の遅れなどが見られた。 

     今後も、財務規則等に基づいた支払事務が適正に行われるよう努めてい

ただきたい。 

 

 ④契約事務について 

契約事務については、工事関係、委託業務関係、長期継続及び物品購入関

係、財産取得契約等４０件について監査した。 

 事務処理では、入札及び契約時に業者から提出される関係書類や工事検査

調書、委託業務完了検査調書など必要とする書類は、財務規則等の規定のと

おり概ね適正に処理されていた。 



 

 

 

 ⑤指定管理者制度について 

荒川いこいの家、村上市老人福祉センターあかまつ荘、村上市コミュニ

ティデイホーム、村上市養護老人ホームやまゆり荘（介護高齢課）、やまび

この家（福祉課）、朝日グリーン・ツーリズム推進施設（朝日支所産業建設

課）について監査対象とし関係書類（指定申請書、協定書など）を監査し

た。 

荒川いこいの家、村上市老人福祉センターあかまつ荘は、株式会社ＮＫ

Ｓコーポレーション新潟支店、村上市コミュニティデイホームは、村上市

レクリエーション協会、村上市養護老人ホームやまゆり荘は社会福祉法人

阿賀北福祉会が指定管理者となっており、協定書締結等の事務処理は、適

正に処理され、利用状況などの実態も的確に把握していた。 

やまびこの家は医療法人責善会が指定管理者となっており、協定書締結

等の事務処理は、適正に処理され、利用状況などの実態も的確に把握して

いた。 

朝日グリーン・ツーリズム推進施設は特定非営利活動法人都岐沙羅パー

トナーズセンターが指定管理者となっており、協定書締結までの事務処理

は、適正に処理がなされ、事業について的確に把握していた。 

 

 ⑥現金等の管理状況について 

   現金等の管理状況について、会計課を対象とし、実地監査を行い、適正

に管理されていることを確認した。 

   郵便切手及び郵便はがき等の保管状況について、選挙管理員会事務局を

対象とし、切手等の数量調査及び実地監査を行った。受払簿が整備され、

適正に管理されていた。今後も郵便切手及び郵便はがきについても現金と

同様適切な管理を行い、不測の事故を生じないよう十分留意されたい。 

   また私人に対する収納委託について９件を監査した。村上市財務規則第

６７条に規定する手続きが行われていなかったものもあり、適正に事務処

理をするよう所管課に改善を求めた。 

 

（２）個別事項 

【税務課】 

○市税等徴収実績と収入未済に対する対応について 

    １２月末現在の市の収納率は、現年度分が市税 87.75％、滞納繰越分が

18.67％である。 

    今年度の滞納繰越分の調定額については 331,703 千円であったが、村

上市税等収納対策方針に基づいて滞納整理事務を行っていた。また、昨



 

 

年度に引き続き、口座振替の推進に努めていたほか、新たな滞納者を出

さない方針のもと、現年滞納者に対して文書催告と訪問を行っており収

納率の向上がみられた。今後とも税の根本である公平公正に留意し、納

税者との信頼関係を図りながら収納事務に努められたい。 

 前述した市税以外の収納率については、国民健康保険税は現年度分が

63.20％、滞納繰越分が 21.96%、後期高齢者医療保険料の現年度分は

66.37％、滞納繰越分が 49.34%、介護保険料の現年度分は 65.95％、滞納

繰越分が 34.37％であった。 

 

  【環境課】 

○ごみ処理等手数料の収入未済額と対応について 

   １２月末現在のごみ処理手数料収納率は、現年度分 94.9％、滞納繰越

分は破産した法人３件分であった。 

１２月末現在のし尿処理手数料収納率は、現年度分 97.2％、滞納繰越

分 63.0％であった。 

   いずれも未納額は少ないが、電話及び文書での催促のほか訪問徴収を

適切に行っていた。 

 

【福祉課】 

 ○保育園入園者負担金の収入未済額と対応について 

１２月末現在の収納率は、現年度分が 98.73％、滞納繰越分が 9.18％で

ある。 

「村上市保育料滞納整理方針」に基づいた取組みがされるよう課内で連

携し、滞納処分も視野に置き、今後も引き続き滞納整理に努めていただ

きたい。 

 

【農林水産課】 

○農業費分担金等の収入未済額と対応について 

畜産団地整備事業に伴う分担金（農用地、施設用地造成費分担金）等

については、今後も納入者の実態を把握しながら、早期収納に努めてい

ただきたい。 

 

【都市計画課】 

   ○市営住宅使用料の収入未済額と対応について 

１２月末現在の収納率は、現年度分が 97.05％、滞納繰越分が 13.73％

である。 

滞納者への対応のため、市独自の滞納整理事務処理要領に沿って事務処



 

 

理を行っている。 

新たな滞納を発生させないために今後も早期の訪問等対応に努めると

ともに、長期の滞納者については保証人への働きかけ等も行っており、引

き続き収納対策に努めていただきたい。 

 

  【下水道課】 

   ○下水道負担金、集落排水事業分担金及び下水道使用料の収入未済額と対

応について 

負担金及び分担金については、村上地区、荒川地区に該当するものであ

る。 

下水道負担金の１２月末現在の収納率は、現年度分が 64.66％、滞納繰

越分が 26.23％で、集落排水事業分担金の１２月末現在の収納率は、現年

度分が 46.24％、滞納繰越分が 47.18％である。現年度分の収納率が低いの

は、納期が９月と３月の２回に分かれているためである。 

昨年度に引き続き、滞納者の個々の原因や理由を細かく分析し、対応を

行っており、滞納繰越分の収納率が向上していた。今後も、引き続き早期

収納に努めていただきたい。 

 なお、下水道使用料等については、水道料金と併せ徴収している。 

 

  【水道局】 

   ○水道料金の徴収実績と滞納整理について（公営企業会計） 

水道料金の１２月末現在の収納率は現年度分が 98.10％、滞納繰越分が

75.48％である。 

滞納者への対応については、今後とも、滞納繰越額の縮減に向け計画的

に取り組んでいただきたい。 

料金の徴収は、下水道使用料も同時に行われており、未収金の徴収にあ

たっては、下水道使用料等の収納率向上にも留意し、徴収に努めていただ

きたい。 

 

   ○簡易水道料金の収入未済額と対応について 

荒川地区を除く４地区で簡易水道が設置されており、１２月末現在の収

納率は、現年度分 98.58％、滞納繰越分が 39.81％である。 

未納者への対応については、企業会計と同じ事務処理となっており、同

様に滞納繰越額の縮減に向け、引き続き計画的に取り組んでいただきたい。 

 

 

 



 

 

【学校教育課】 

○奨学金貸付金の収入未済額と対応について 

経済的な理由により修学困難な学生等に対し、奨学金を貸付けする制

度であり、貸与者が多くなってきている。そのような状況の中で、償還

が遅れている者に対し文書での催促、保証人への働きかけも行っている

が、確実に収納されるよう引き続き努めていただきたい。 

 

    


